














































事 務 連 絡 

令和２年２月１７日 

都 道 府 県 

各 保健所設置市 衛生主管部（局） 御中 

特 別 区 

厚生労働省健康局結核感染症課 

新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安について 

新型コロナウイルス感染症の相談・受診については、「新型コロナウイルス感染症に

対応した医療体制について」（令和２年２月１日各都道府県衛生主管部（局）宛厚生労

働省医政局地域医療計画課・健康局結核感染症課事務連絡）において、感染症指定医療

機関に帰国者・接触者外来を設置すること及び各保健所等に帰国者・接触者相談センタ

ーを設置することにつきお願いさせていただいたところです。 

今般、新型コロナウイルス感染症専門家会議の議論を踏まえ、一般の方々に向けた新

型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安を別紙の通りとりまとめました。 

これは、どのような方にどのような場合に相談・受診いただくのが適切か、その目安

を示すことで、重症化するリスクのある方を含め、必要な方が適切なタイミングで医療

を受けられる体制を確保することを目指したものです。 

つきましては、内容を御了知の上、関係各所への周知及び住民の方々への情報発信を

行っていただきますようお願いいたします。 

なお、新型コロナウイルス感染症の予防に関して、住民の方々へ注意喚起いただく際

にご活用いただけるよう、参考までにリーフレットも改めて送付させていただきます。 

＜参考＞ 

○「新型コロナウイルス感染症に対応した医療体制について」（令和２年２月１日各都道

府県衛生主管部（局）宛厚生労働省医政局地域医療計画課・健康局結核感染症課事務連

絡）

○リーフレット「新型コロナウイルス感染症を防ぐには」
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新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の目安 

 

１．相談・受診の前に心がけていただきたいこと 
 

○ 発熱等の風邪症状が見られるときは、学校や会社を休み外出を控える。 
 

○ 発熱等の風邪症状が見られたら、毎日、体温を測定して記録しておく。 

 

２．帰国者・接触者相談センターに御相談いただく目安 
 

○ 以下のいずれかに該当する方は、帰国者・接触者相談センターに御相談く

ださい。 

・ 風邪の症状や３７．５度以上の発熱が４日以上続く方 

（解熱剤を飲み続けなければならない方も同様です。） 

・ 強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある方 
 

○ なお、以下のような方は重症化しやすいため、この状態が２日程度続く場

合には、帰国者・接触者相談センターに御相談ください。 

・ 高齢者 

・ 糖尿病、心不全、呼吸器疾患（COPD等）の基礎疾患がある方や透析を受

けている方 

・ 免疫抑制剤や抗がん剤等を用いている方 

（妊婦の方へ） 

  妊婦の方については、念のため、重症化しやすい方と同様に、早めに帰国

者・接触者相談センターに御相談ください。 

（お子様をお持ちの方へ） 

  小児については、現時点で重症化しやすいとの報告はなく、新型コロナウ

イルス感染症については、目安どおりの対応をお願いします。 

 

○  なお、現時点では新型コロナウイルス感染症以外の病気の方が圧倒的に多

い状況であり、インフルエンザ等の心配があるときには、通常と同様に、か

かりつけ医等に御相談ください。 

 

３．相談後、医療機関にかかるときのお願い 
 

○ 帰国者・接触者相談センターから受診を勧められた医療機関を受診してく

ださい。複数の医療機関を受診することはお控えください。 
 

○ 医療機関を受診する際にはマスクを着用するほか、手洗いや咳エチケット

（咳やくしゃみをする際に、マスクやティッシュ、ハンカチ、袖を使って、

口や鼻をおさえる）の徹底をお願いします。 
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    厚生労働省医政局地域医療計画課  

厚生労働省健康局結核感染症課  

 

 

新型コロナウイルス感染症に対応した医療体制について 

 

 

新型コロナウイルス感染症について、感染の程度は依然として明らかではありません

が、中華人民共和国湖北省武漢市の滞在歴がない国内症例が発生している状況です。国民

の不安を軽減するとともに、まん延をできる限り防止する観点から、貴都道府県内の保健

所を設置する市及び特別区とも調整の上、下記のとおり、医療体制の整備を行っていただ

くようお願いします。なお、本件に係る補足事項については、別途御連絡する予定として

います。 

また、「帰国者・接触者外来」の設置状況、受診者数等及び「帰国者・接触者相談セン

ター」の設置状況、相談件数等についての報告を別途依頼する予定ですので申し添えま

す。 

 

記 

 

１．「帰国者・接触者外来」の設置について 

   新型コロナウイルス感染症の感染拡大に十分対応し、同感染症の疑い例（以下単に

「疑い例」という。）（※）を、診療体制等の整った医療機関に確実につなぐため、疑

い例を診察する「帰国者・接触者外来」を設置すること。目安として、２月上旬を目

途に、二次医療圏ごとに１箇所以上、地域の感染状況等を鑑みながら設置すること。

なお、「帰国者・接触者外来」を設置する医療機関は、感染症指定医療機関であるこ

とも可能である。 

「帰国者・接触者外来」については、疑い例が新型コロナウイルス感染症以外の疾

患の患者と接触しないよう、可能な限り動線を分ける（少なくとも診察室は分けるこ

とが望ましい。）、必要な検査体制を確保する、医療従事者の十分な感染対策を行うな

ど、国民の不安を軽減するとともに、まん延をできる限り防止するよう努めること。 

また、「帰国者・接触者外来」の設置に当たって、都道府県は以下の点に留意する

こと。 

・新型コロナウイルス感染症の検査体制について、あらかじめ「帰国者・接触者外



 
来」を持つ医療機関と共有しておくこと。 

・「帰国者・接触者外来」の運営支援のため、感染対策資機材の調達、人材の配分、

医薬品の確保等を行うこと。 

・「帰国者・接触者外来」を持つ医療機関名やその場所については、２の「帰国者・

接触者相談センター」が相談を受け付け、受診が必要であると判断した場合に知

らせること。なお、「帰国者・接触者相談センター」を通じて受診手順を理解した

状態で疑い例が受診することで十分な感染防止を行うという「帰国者・接触者外

来」の趣旨から、一般への公表については、原則行わないものとする。ただし、

「帰国者・接触者相談センター」を通じずに疑い例が受診しても十分な感染防止

を行うことができ、また、通常より多数の患者が受診することとなったとしても

診療体制に支障を来さない医療機関であるような場合には、この限りではない。 

 

 （※）新型コロナウイルス感染症の疑い例の定義（現時点の定義であり、今後変更の可能性が

ある。） 

以下のⅠおよびⅡを満たす場合を「疑い例」とする。 

Ⅰ 発熱(37.5 度以上)かつ呼吸器症状を有している。 

Ⅱ 発症から 2 週間以内に、以下の（ア）、（イ）の曝露歴のいずれかを満たす。 

（ア) 武漢市を含む湖北省への渡航歴がある。 

(イ) 「武漢市を含む湖北省への渡航歴があり、発熱かつ呼吸器症状を有する人」との接

触歴がある。 

 

２．「帰国者・接触者相談センター」の設置について 

   電話での相談を通じ、疑い例を「帰国者・接触者外来」へ受診させるよう調整を行

う、「帰国者・接触者相談センター」を、１と同様に２月上旬を目途に、各保健所等

に設置すること。 

   また、疑い例に該当する者は、医療機関を受診する前にまず「帰国者・接触者相談

センター」へ電話により問い合わせること等を地域住民へ広く周知すること。 

   「帰国者・接触者相談センター」は、具体的には以下の対応を行う。 

・疑い例から電話で相談を受け、「帰国者・接触者外来」へと受診調整する。 

・その際、受診するよう指導した「帰国者・接触者外来」の電話番号を本人又はそ

の家族等に伝え、受診前に必ず連絡して、受診する時刻及び入口等について問い

合わせるよう指導する。 

・状況に応じて、相談対応、受診調整が円滑に実施されるよう、適宜、対応人数、

開設時間等を調整する。 

・疑い例に該当しない場合は、適切な情報を与え、必要に応じて一般の医療機関を

受診するよう指導する。 

   なお、「帰国者・接触者相談センター」は、全ての相談を受けるのではなく、疑い

例を対象としたものであることに留意すること。（４．も参照のこと） 

 

３．一般の医療機関における診療について 



 
   一般の医療機関においては、患者が本来「帰国者・接触者外来」を受診すべき疑い

例であることが受付等で判明した場合は、「帰国者・接触者相談センター」へ連絡の

上での「帰国者・接触者外来」の受診を案内するよう、管内の医療機関に対し周知を

図ること。 

 

４．一般電話相談の受付について 

   現在、厚生労働省では新型コロナウイルスに関する一般電話相談窓口を開設し、そ

の電話番号をホームページにて公開しているところであるが、併せて貴都道府県の一

般電話相談窓口に関する電話番号も掲載したいと考えている。 

ついては、厚生労働省にて、貴都道府県の一般電話相談窓口に関する連絡先を別

添１のとおりまとめているため、確認の上、①掲載の可否、②載せられない場合の理

由、③連絡先の修正の有無について、下記の連絡先まで返信いただくようお願いす

る。 

   なお、住民の方々から相談を受けた場合は、別添２のＱ＆Ａを御参考に、御対応い

ただきたい。 

 

連絡先：nCOV-2019@mhlw.go.jp （〆切：２／５（水）） 

 

＜参考＞ 

○厚生労働省ホームページ掲載「新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａ」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou iryou/dengue fever qa 00

001.html 

○ 厚生労働省の電話相談窓口 電話番号 ０３－３５９５－２２８５ 

 受付時間 ９時００分～２１時００分（土日・祝日も実施） 

 

                          







健 感 発 0 2 0 7 第 １ 号 

令 和 ２ 年 ２ 月 ７ 日 

都 道 府 県 

各 保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿 

特 別 区 

厚生労働省健康局結核感染症課長 

（公  印  省  略）  

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14 条

第２項に基づく届出の基準等について（一部改正）」に関する留意事項について 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14

条第２項に基づく届出の基準等について」（平成 18 年３月８日健感発第 0308001 号厚生

労働省結核感染症課長通知）の別紙「医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に

届け出る基準」（以下「別紙」という。）については、「感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等につい

て（一部改正）」（令和２年２月４日健感発 0204 第１号）により改正し、新型コロナウイ

ルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華

人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告され

たものに限る。）であるものに限る。以下同じ。）についての届出に関する基準等をお示

ししたところである。 

別紙第７の１（４）では、新型コロナウイルス感染症について、感染が疑われる患者の

要件を、「患者が次のア、イ、ウ又はエに該当し、かつ、他の感染症又は他の病因によるこ

とが明らかでなく、新型コロナウイルス感染症を疑う場合、これを鑑別診断に入れる。た

だし、必ずしも次の要件に限定されるものではない」としているところであり、これまで

も各自治体の判断で検査が行われていることと承知しているが、今後も、各自治体におい

て新型コロナウイルス感染症を強く疑われる場合には、柔軟に検査を行っていただきたい

旨、お知らせする。 

なお、管内で新型コロナウイルス感染症による集団発生を認めた場合には、厚生労働省

健康局結核感染症課に一報願いたい旨も、併せてお知らせする。 
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第７ 指定感染症 

１  新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和二年

一月に中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報

告されたものに限る。）であるものに限る。） 

 

（１）定義 

コロナウイルス科ベータコロナウイルス属の新型コロナウイルス（ベータコロナウイルス属

のコロナウイルス（令和二年一月に中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染す

る能力を有することが新たに報告されたものに限る。）（以下「新型コロナウイルス」という）

による急性呼吸器症候群である。 

 

（２）臨床的特徴等（2020 年２月２日時点） 

現時点で動物等の感染源については不明である。家族間、医療機関などをはじめとするヒト

－ヒト感染が報告されている。2019 年 12 月より中華人民共和国湖北省武漢市を中心として

発生がみられており、世界的に感染地域が拡大している。 

臨床的な特徴としては、潜伏期間は２～１０日であり、その後、発熱、咳、全身倦怠感等の

感冒様症状が出現する。一部のものは、主に５～１４日間で呼吸困難等の症状を呈し、胸部

X線写真、胸部 CT などで肺炎像が明らかとなる。高齢者及び基礎疾患を持つものにおいては

重症化するリスクが一定程度あると考えられている。 

 

（３）届出基準 

ア 患者（確定例） 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する者について、（４）に該当すること等から新型コロナウ

イルス感染症が疑われ、かつ、次の表の左欄に掲げる検査方法により、当該者を新型コロナ

ウイルス感染症と診断した場合には、法第１２条第１項の規定による届出を直ちに行わなけ

ればならない。 

この場合において、検査材料は同表の右欄に定めるもののいずれかを用いること。 

イ 無症状病原体保有者 

医師は、診察した者が（２）の臨床的特徴を呈していないが、次の表の左欄に掲げる検査方

法により、当該者を新型コロナウイルス感染症の無症状病原体保有者と診断した場合には、

法第１２条第１項の規定による届出を直ちに行わなければならない。 

この場合において、検査材料は同表の右欄に定めるもののいずれかを用いること。 

ウ 疑似症患者 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する者について、（４）に該当すること等から新型コロナ

ウイルス感染症が疑われ、当該者を新型コロナウイルス感染症の疑似症と診断した場合には、

法第１２条第１項の規定による届出を直ちに行わなければならない。 

エ 感染症死亡者の死体 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する死体について、（４）に該当すること等から新型コロナ

ウイルス感染症が疑われ、かつ、次の表の左欄に掲げる検査方法により、当該者を新型コロ

ナウイルス感染症により死亡したと判断した場合には、法第１２条第１項の規定による届出

を直ちに行わなければならない。 

この場合において、検査材料は同表の右欄に定めるもののいずれかを用いること。 

オ 感染症死亡疑い者の死体 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する死体について、（４）に該当すること等から新型コロナ

ウイルス感染症により死亡したと疑われる場合には、法第１２条第１項の規定による届出を

直ちに行わなければならない。 

 

 

 

 

 



 

  

検査方法 検査材料 

分離・同定による病原体の検出 喀痰、気道吸引液、肺

胞洗浄液、咽頭拭い液、

鼻腔吸引液、鼻腔拭い

液、剖検材料 
検体から直接のＰＣＲ法による病原体の遺伝子の検出 

 

（４）感染が疑われる患者の要件 

患者が次のア、イ、ウ又はエに該当し、かつ、他の感染症又は他の病因によることが明らか

でなく、新型コロナウイルス感染症を疑う場合、これを鑑別診断に入れる。ただし、必ずし

も次の要件に限定されるものではない。 

ア 発熱または呼吸器症状（軽症の場合を含む。）を呈する者であって、新型コロナウイルス

感染症であることが確定したものと濃厚接触歴があるもの 

イ ３７．５℃以上の発熱かつ呼吸器症状を有し、発症前１４日以内にＷＨＯの公表内容から

新型コロナウイルス感染症の流行が確認されている地域に渡航又は居住していたもの 

ウ ３７．５℃以上の発熱かつ呼吸器症状を有し、発症前１４日以内にＷＨＯの公表内容から

新型コロナウイルス感染症の流行が確認されている地域に渡航又は居住していたものと濃厚

接触歴があるもの 

エ 発熱、呼吸器症状その他感染症を疑わせるような症状のうち、医師が一般に認められてい

る医学的知見に基づき、集中治療その他これに準ずるものが必要であり、かつ、直ちに特定

の感染症と診断することができないと判断し（法第１４条第１項に規定する厚生労働省令で

定める疑似症に相当）、新型コロナウイルス感染症の鑑別を要したもの 

 

 ※濃厚接触とは、次の範囲に該当するものである。 

・新型コロナウイルス感染症が疑われるものと同居あるいは長時間の接触（車内、航空機

内等を含む）があったもの 

・適切な感染防護無しに新型コロナウイルス感染症が疑われる患者を診察、看護若しくは

介護していたもの 

・新型コロナウイルス感染症が疑われるものの気道分泌液若しくは体液等の汚染物質に直

接触れた可能性が高いもの 



 

  

 

第８ 法第１４条第１項に規定する厚生労働省令で定める疑似症 

（１）定義 

  発熱、呼吸器症状、発しん、消化器症状又は神経症状その他感染症を疑わせるような症状

のうち、医師が一般に認められている医学的知見に基づき、集中治療その他これに準ずるも

のが必要であり、かつ、直ちに特定の感染症と診断することができないと判断したもの。 

 

（２）届出基準 

  指定届出機関の管理者は、当該指定届出機関の医師が、１の定義を満たす者を診察したと

きは、当該症状が二類感染症、三類感染症、四類感染症又は五類感染症の患者の症状である

ことが明らかな場合及び感染症法の対象外の感染性疾患であることが明らかな場合を除き、

法第１４条第２項の規定による届出を直ちにしなければならない。 

 

（３）注意事項 

  本届出は、原因不明の重症の感染症の発生動向を把握することを目的としており、当該患

者の症状、渡航歴その他の情報を総合的に勘案して、届出を行うものである。 

 

（４）全般的注意事項 

   （１）において、当該症状が 

ア 感染症法に規定する感染症によるものでないことが明らかである場合には、本届出

の対象とはならない。 

イ 感染症法に規定する感染症によるものであることが明らかであり、かつ、いずれの

感染症であるかが特定可能な場合には、当該感染症の届出基準に基づき届出を行うこ

ととなるため、本届出の対象とはならない。 

 

 



 

 

事 務 連 絡 

令和２年２月 17 日 

 

都 道 府 県 

各 保健所設置市  衛生主管部（局）御中 

特 別 区 

 

 

                    厚生労働省健康局結核感染症課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に関する行政検査について（依頼） 

 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14

条第２項に基づく届出の基準等について」（平成 18 年３月８日健感発第 0308001 号厚生

労働省結核感染症課長通知）の別紙「医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に

届け出る基準」（以下「別紙」という。）については、「感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等につ

いて（一部改正）」（令和２年２月４日健感発 0204 第１号）により改正し、新型コロナ

ウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月

に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新た

に報告されたものに限る。）であるものに限る。以下同じ。）についての届出に関する基

準等をお示ししたところです。 

また、「「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第１項及

び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について（一部改正）」に関する留意事項につい

て」（令和２年２月７日健感発第 0207 第 1 号）において、新型コロナウイルス感染症に

ついて、感染が強く疑われる場合には柔軟に検査を行っていただきたい旨、お知らせした

ところです。 

今般、国内外の発生状況および、当該通知を踏まえ、行政検査の対象者などの事項につ

いて改めて下記のとおりとりまとめましたので、今後はこの通知に従って対応をお願いし

ます。 

  



 

記 

 

１ 検査対象者について 

新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる方の行政検査については、都道府県等に

おいて、主に別紙第７の１（４）で示された疑似症患者等について、これまで行われて

きたと承知しているが、今般、別紙に示された疑似症患者の定義に該当する者に加え、

以下のいずれかに該当する者についても行政検査を行うこと。 

 

・ 37.5℃以上の発熱かつ呼吸器症状を有し、入院を要する肺炎が疑われる者（特に

高齢者又は基礎疾患があるものについては、積極的に考慮する） 

・ 症状や新型コロナウイルス感染症患者の接触歴の有無など医師が総合的に判断し

た結果、新型コロナウイルス感染症と疑う者 

・ 新型コロナウイルス感染症以外の一般的な呼吸器感染症の病原体検査で陽性とな

った者であって、その治療への反応が乏しく症状が増悪した場合に、医師が総合的

に判断した結果、新型コロナウイルス感染症と疑う者 

 

２ 検査を行う際の留意点について 

  新型コロナウイルス感染症にかかる検査については、以下の点に留意すること。 

（１）以下の検査を行った上で、陰性であった場合には検査を実施すること 

・季節性インフルエンザにかかる検査 

・その他一般的な呼吸器感染症の病原体の検査 

（２）結果判明までに時間がかかる培養検査などについては、当該検査結果を待つ必要

はないこと 

  



 

＜参考＞ 

○検査の流れ 

 

注１.従前の集中治療その他これに準ずるものに限らず、入院を要する肺炎が疑われる者

を対象とする。 

注２.特に高齢者又は基礎疾患がある者については積極的に考慮する。 

注３.病状に応じて、早期に結果の出る迅速検査等の結果を踏まえ、培養検査など結果判

明までに時間がかかるものについては、結果が出る前でも保健所へ相談する。 

※赤枠は新規変更点 

 

 

○別紙「医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に届け出る基準」における新型コ

ロナウイルス感染症に関する部分 

 

○「「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14

条第２項に基づく届出の基準等について（一部改正）」に関する留意事項について」（令

和２年２月７日健感発第 0207 第 1 号） 



 

  

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第12条第１項及び第14条第２項に基

づく届出の基準等について」（平成 18年３月８日健感発第 0308001 号厚生労働省結核感染症課長通

知）の別紙「医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に届け出る基準」（抄） 

 

第７ 指定感染症 

１  新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和二年

一月に中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報

告されたものに限る。）であるものに限る。） 

 

（１）定義 

コロナウイルス科ベータコロナウイルス属の新型コロナウイルス（ベータコロナウイルス属

のコロナウイルス（令和二年一月に中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染す

る能力を有することが新たに報告されたものに限る。）（以下「新型コロナウイルス」という）

による急性呼吸器症候群である。 

 

（２）臨床的特徴等（2020 年２月２日時点） 

現時点で動物等の感染源については不明である。家族間、医療機関などをはじめとするヒト

－ヒト感染が報告されている。2019 年 12 月より中華人民共和国湖北省武漢市を中心として

発生がみられており、世界的に感染地域が拡大している。 

臨床的な特徴としては、潜伏期間は２～１０日であり、その後、発熱、咳、全身倦怠感等の

感冒様症状が出現する。一部のものは、主に５～１４日間で呼吸困難等の症状を呈し、胸部

X線写真、胸部 CT などで肺炎像が明らかとなる。高齢者及び基礎疾患を持つものにおいては

重症化するリスクが一定程度あると考えられている。 

 

（３）届出基準 

ア 患者（確定例） 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する者について、（４）に該当すること等から新型コロナウ

イルス感染症が疑われ、かつ、次の表の左欄に掲げる検査方法により、当該者を新型コロナ

ウイルス感染症と診断した場合には、法第１２条第１項の規定による届出を直ちに行わなけ

ればならない。 

この場合において、検査材料は同表の右欄に定めるもののいずれかを用いること。 

イ 無症状病原体保有者 

医師は、診察した者が（２）の臨床的特徴を呈していないが、次の表の左欄に掲げる検査方

法により、当該者を新型コロナウイルス感染症の無症状病原体保有者と診断した場合には、

法第１２条第１項の規定による届出を直ちに行わなければならない。 

この場合において、検査材料は同表の右欄に定めるもののいずれかを用いること。 

ウ 疑似症患者 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する者について、（４）に該当すること等から新型コロナ

ウイルス感染症が疑われ、当該者を新型コロナウイルス感染症の疑似症と診断した場合には、

法第１２条第１項の規定による届出を直ちに行わなければならない。 

エ 感染症死亡者の死体 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する死体について、（４）に該当すること等から新型コロナ

ウイルス感染症が疑われ、かつ、次の表の左欄に掲げる検査方法により、当該者を新型コロ

ナウイルス感染症により死亡したと判断した場合には、法第１２条第１項の規定による届出

を直ちに行わなければならない。 

この場合において、検査材料は同表の右欄に定めるもののいずれかを用いること。 

オ 感染症死亡疑い者の死体 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する死体について、（４）に該当すること等から新型コロナ

ウイルス感染症により死亡したと疑われる場合には、法第１２条第１項の規定による届出を

直ちに行わなければならない。 

 

 



 

  

検査方法 検査材料 

分離・同定による病原体の検出 喀痰、気道吸引液、肺

胞洗浄液、咽頭拭い液、

鼻腔吸引液、鼻腔拭い

液、剖検材料 
検体から直接のＰＣＲ法による病原体の遺伝子の検出 

 

（４）感染が疑われる患者の要件 

患者が次のア、イ、ウ又はエに該当し、かつ、他の感染症又は他の病因によることが明らか

でなく、新型コロナウイルス感染症を疑う場合、これを鑑別診断に入れる。ただし、必ずし

も次の要件に限定されるものではない。 

ア 発熱または呼吸器症状（軽症の場合を含む。）を呈する者であって、新型コロナウイルス

感染症であることが確定したものと濃厚接触歴があるもの 

イ ３７．５℃以上の発熱かつ呼吸器症状を有し、発症前１４日以内にＷＨＯの公表内容から

新型コロナウイルス感染症の流行が確認されている地域に渡航又は居住していたもの 

ウ ３７．５℃以上の発熱かつ呼吸器症状を有し、発症前１４日以内にＷＨＯの公表内容から

新型コロナウイルス感染症の流行が確認されている地域に渡航又は居住していたものと濃厚

接触歴があるもの 

エ 発熱、呼吸器症状その他感染症を疑わせるような症状のうち、医師が一般に認められてい

る医学的知見に基づき、集中治療その他これに準ずるものが必要であり、かつ、直ちに特定

の感染症と診断することができないと判断し（法第１４条第１項に規定する厚生労働省令で

定める疑似症に相当）、新型コロナウイルス感染症の鑑別を要したもの 

 

 ※濃厚接触とは、次の範囲に該当するものである。 

・新型コロナウイルス感染症が疑われるものと同居あるいは長時間の接触（車内、航空機

内等を含む）があったもの 

・適切な感染防護無しに新型コロナウイルス感染症が疑われる患者を診察、看護若しくは

介護していたもの 

・新型コロナウイルス感染症が疑われるものの気道分泌液若しくは体液等の汚染物質に直

接触れた可能性が高いもの 

 



 

 

健 感 発 0 2 0 7 第 １ 号  

令 和 ２ 年 ２ 月 ７ 日 

 

都 道 府 県 

各 保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿 

特 別 区 

 

 

                    厚生労働省健康局結核感染症課長    

（公  印  省  略）    

 

 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14 条

第２項に基づく届出の基準等について（一部改正）」に関する留意事項について 

 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14

条第２項に基づく届出の基準等について」（平成 18 年３月８日健感発第 0308001 号厚生

労働省結核感染症課長通知）の別紙「医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に

届け出る基準」（以下「別紙」という。）については、「感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律第 12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等につい

て（一部改正）」（令和２年２月４日健感発 0204 第１号）により改正し、新型コロナウイ

ルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華

人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告され

たものに限る。）であるものに限る。以下同じ。）についての届出に関する基準等をお示

ししたところである。 

別紙第７の１（４）では、新型コロナウイルス感染症について、感染が疑われる患者の

要件を、「患者が次のア、イ、ウ又はエに該当し、かつ、他の感染症又は他の病因によるこ

とが明らかでなく、新型コロナウイルス感染症を疑う場合、これを鑑別診断に入れる。た

だし、必ずしも次の要件に限定されるものではない」としているところであり、これまで

も各自治体の判断で検査が行われていることと承知しているが、今後も、各自治体におい

て新型コロナウイルス感染症を強く疑われる場合には、柔軟に検査を行っていただきたい

旨、お知らせする。 

なお、管内で新型コロナウイルス感染症が疑われる集団発生を認めた場合には、厚生労

働省健康局結核感染症課と国立感染症研究所疫学センターに一報願いたい旨も、併せてお

知らせする。 



健感発 0218 第 3 号 

令和２年２月 18 日 

都 道 府 県 

各 保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿 

特 別 区 

厚生労働省健康局結核感染症課長 

（ 公 印 省 略 ） 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新型コロナ 

ウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱いについて（一部改正）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 l0 年法律第 l14 号。

以下「法」という。）における新型コロナウイルス感染症の無症状病原体保有者の退院の

取扱いについて、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新

型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱いについて（一部改正）」（令和

２年２月６日健感発 0206 第１号厚生労働省健康局結核感染症課長通知）を別添のとおり

一部改正しますので、十分御承知の上、その取扱いに遺漏のないようご対応をお願いい

たします。 

参考資料６



    

 

 

新旧対照表 
 

（傍線部分は改正部分） 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱い

について（一部改正）」（令和２年２月６日健感発 0206 第１号厚生労働省健康局結核感染症課長通知） 

            新 旧 

別添 



    

 

第１ 退院に関する基準 

新型コロナウイルス感染症の患者について、法第 26 条に

おいて準用される法第 22 条の「症状が消失したこと」とは、

37.5 度以上の発熱が 24 時間なく、呼吸器症状が改善傾向で

あることに加え、48 時間後に核酸増幅法の検査を行い、陰

性が確認され、その検査の検体を採取した 12 時間以後に再

度検体採取を行い、陰性が確認された場合とする。 

上記の核酸増幅法の検査の際に陽性が確認された場合は、

48 時間後に核酸増幅法の検査を行い、陰性が確認され、そ

の検査の検体を採取した 12 時間以後に再度検体採取を行

い、陰性が確認されるまで、核酸増幅法の検査を繰り返すも

のとする。 

また、無症状病原体保有者については、陽性の確認から

48 時間後に核酸増幅法の検査を行い、陰性が確認され、そ

の検査の検体を採取した 12 時間以後に再度検体採取を行

い、陰性が確認された場合とする。 

上記の核酸増幅法の検査の際に陽性が確認された場合は、

48 時間後に核酸増幅法の検査を行い、陰性が確認され、そ

の検査の検体を採取した 12 時間以後に再度検体採取を行

い、陰性が確認されるまで、核酸増幅法の検査を繰り返すも

のとする。 

なお、患者が再度症状を呈した場合や無症状病原体保有者

が新たに症状を呈した場合は、37.5 度以上の発熱が 24 時間

なく、呼吸器症状が改善傾向となるまで退院の基準を満たさ

第１ 退院に関する基準 

新型コロナウイルス感染症の患者について、法第 26 条に

おいて準用される法第 22 条の「症状が消失したこと」とは、

37.5 度以上の発熱が 24 時間なく、呼吸器症状が改善傾向で

あることに加え、48 時間後に核酸増幅法の検査を行い、陰

性が確認され、その検査の検体を採取した 12 時間以後に再

度検体採取を行い、陰性が確認された場合とする。 

上記の核酸増幅法の検査の際に陽性が確認された場合は、

48 時間後に核酸増幅法の検査を行い、陰性が確認され、そ

の検査の検体を採取した 12 時間以後に再度検体採取を行

い、陰性が確認されるまで、核酸増幅法の検査を繰り返すも

のとする。 

また、無症状病原体保有者については、12.5 日間の入院

の後、核酸増幅法の検査を行い、陰性が確認され、その検査

の検体を採取した 12 時間以後に再度検体採取を行い、陰性

が確認された場合とする。 

上記の核酸増幅法の検査の際に陽性が確認された場合は、

48 時間後に核酸増幅法の検査を行い、陰性が確認され、そ

の検査の検体を採取した 12 時間以後に再度検体採取を行

い、陰性が確認されるまで、核酸増幅法の検査を繰り返すも

のとする。 

なお、患者が再度症状を呈した場合や無症状病原体保有者

が新たに症状を呈した場合は、37.5 度以上の発熱が 24 時間

なく、呼吸器症状が改善傾向となるまで退院の基準を満たさ



    

 

ないものとする。 
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